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令和３年度 恵庭市つながりサポート女性支援事業（事業実績）

  ①コロナ禍における経済的な理由等で生理用品の購入が困難な方への支援 
  ②コロナ禍において、就労や女性差別、ハラスメントやDVなど様々な不安を抱える女性への相談 
  ③不安を抱える女性に対し、絆・つながりを回復できるようにするための居場所の提供 
  ④悩みや不安などを抱える女性に寄り添った相談に対応できる人材の育成 

  NPO 法人 おはな  

  ・コロナ禍における経済的な理由等で生理用品の購入が困難な女性 
・コロナ禍において不安を抱える女性 

  ・様々な不安など抱える女性に対して支援を行う方 

  １）生理用品の配布 
   ①小学生・中学生・高校生・大学生等 
     各学校との連携により経済的な理由等で生理用品の購入が困難な方に対して、保健室等

などを通じた配布 
       ◎学校のトイレなどに「配布カード」を設置し、保健室等で提示し受領 
       ◎配布の際に、困りごと等を抱えている場合は市や団体等と連携 
   ②その他の女性 
     インターネットや SNSなどのほか、公共施設や商業施設等で事業を周知し配布 
   ③配布を希望される方へアンケートの記入を依頼 
       ◎困りごと等を抱えている場合は市や団体等と連携し、必要な支援に繋げる  
   ④配布場所 

◎市役所（総務課、総合案内、子ども家庭課）、保健センター、社会福祉協議会、Ｎ
ＰＯ法人おはな、ＮＰＯ法人まちづくりスポット恵み野など全 22カ所 

 ２）相談事業 
    ワンストップ窓口の設置による対面、電話やメール等での対応 
     ◎おはなを総合窓口とし、市や関係機関等と連携し相談事案へ対応 
     ◎生理用品配布時のアンケートなどから対応 

  ３）居場所の提供 
    受託者の事業所などにおいて、様々な不安を抱えている女性などが、社会とのつながりの

回復に向け集まることができる居場所を提供 
        ◎おはなの職員との対話や参加者同士の対話による 

1.事業内容 

２.事業の実施者 

３.支援の対象となる者 

４. 事業概要等 
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４）相談や悩み事などに対するスキルを持った人材の育成 
     専門の講師による相談員として必要となるスキルの習得 

  ５）事業の周知 
    市 HPや SNS、市広報や地域情報誌での周知記事の掲載、市内 53カ所の学校や商業施設など

のトイレでパンフ配布、地域FMなど 

    実施者となるNPO法人は、市や公的機関のほか、市内のNPO法人や社会福祉協議会、市民
団体などと必要な連携を図る。 

    【実施主体】ＮＰＯ法人おはな 
【協力団体】ＮＰＯ法人ワーカーズコープ、ＮＰＯ法人まちづくりスポット恵み野 

          連合北海道恵庭地区連合、恵庭市社会福祉協議会 ボランティアセンター 
          恵庭市ほか 

  ・令和３年７月 1日～令和４年３月 1５日 
  ※交付金の実績報告の関係上、３月中に支払い済みとなった金額が対象となるため。 

課  名 役割の分担 
総 務 課 男女共同参画、委託先の進捗状況把握・相談状況の報告 
基地・防災課 防災備蓄品の活用 
財 政 課 補正予算、財源対策 
企 画 課 高等教育機関との連携、地方創生臨時交付金 
市民生活課 相談業務の連携（人権擁護委員、行政相談員、法律相談等） 
福 祉 課 民生委員、生活保護、生活困窮者自立支援 
障がい福祉課 障がい者自立支援 
保 健 課 自殺予防、妊産婦支援 
子ども家庭課 女性相談、学習サポート、子ども食堂 
商工労働課 就労支援、ジョブガイド、ハローワーク 
教育総務課 小中学校との連携 
教育支援課 特別支援教育、いじめ・不登校 

  予算額：1,872,000 円  （内補助額：1,404,000 円） 
決算額：1,871,100 円（委託料） （内補助金交付額：1,403,000 円 ＊R4.4.15 付交付額確定） 

５．事業における連携 

６．事業の期間 

７．庁内での連携・協議・役割の分担 

８．事業費 
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１）生理用品の配布 
 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 計 
小学生 1 1 5 5 5 6 1 9 5 38 
中学生 0 2 5 4 6 5 8 7 4 41 
高校生 10 17 8 10 22 26 1 0 1 95 
大学生 35 0 15 39 0 53 0 0 0 142 
10 代 0 0 0 0 5 0 0 0 2 8 
20 代 0 0 2 0 3 0 0 0 0 5 
30 代 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
40 代 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 
50 代以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
不明 0 0 3 0 0 0 0 0 0 3 
計 46 20 39 58 41 90 10 16 12 332 
※児童・生徒への配布は174 件。配布理由では「忘れたから」が 173 件、「教師への学校生活で
の相談の機会として」が１件。 

  ※大学生は 142 件。全ての配布理由は「無料で配布しているから」。 
※大学生への生理用品の配布は、市民団体等が毎月、大学等を会場に開催している学生への生
活支援事業「フードパントリー」の会場にて食料品とともに希望する学生へ配布したもの。

  ※10 代以上の区分での配布は 17件。配布希望理由は「無料で配布しているから」15件、「経済
的に購入できないから」2件  

２）相談事業 
    困窮 DV 虐待 育児 就労 その他 計 

小学校 0 0 0 0 0 0 0 
中学校 0 0 0 0 0 0 0 
高 校 0 0 0 0 0 1 1 
大 学 0 0 0 0 0 0 0 
10 代 0 0 0 0 0 2 2 
20 代 0 0 0 0 1 12 13 
30 代 0 0 0 2 0 0 2 
40 代 0 0 0 0 0 10 10 
50 代以上 0 0 0 0 0 31 31 
不 明 0 0 0 0 0 8 8 
計 0 0 0 2 1 64 67 
連 携 0 0 0 0 0 （1） （1） 

   ※高校の 1件は、学校生活に関する相談（教職員による対応）。 
※相談区分の「その他」とは、「何かしらの不安」に対しての相談や傾聴 
 自身の健康、家族関係、子育てなど 

9．事業実績 
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   ※「連携」は、相談案件を市や関係機関に引継をおこなったもの 
   ※一般の相談者は全てNPO法人事務所への電話やメール、ＳＮＳでの対応 
   ※相談の傾向として「外出自粛による在宅時間の増加によるストレス増大が要因」 

３）居場所の提供 
  サロン オンライン その他 計 
１０代 0 0 0 0 
２０代 0 2 0 2 
３０代 2 0 0 2 
４０代 8 2 0 10 
５０代 7 1 0 8 
６０代 1 0 0 1 
７０代上 1 0 0 1 
不明 6 0 0 6 
計 25 5 0 30 

    ※サロンの開催場所は、おはな事務所のほか毎月１～２回えにあすで開催 
    ※オンラインは、ZOOMでの開催 

４）相談や悩み事などに対するスキルを持った人材の育成 
     オンラインでの講座を開催（全１２回 ７月～１月）で２２名が受講 
      アサーティブトレーニング（互いに尊重しあい、コミュニケーションをとる手法） 
      自尊感情回復トレーニング（自己肯定感に関する講座） 
      ファシリテーション学（会議などを円滑に進める手法に関する講座） 

  本事業は、コロナ禍における経済的な理由により生理用品の購入が困難な方、様々な不安を抱え
る方への支援を目的に 7月から市の関連部署や学校と実施者であるＮＰＯ法人のほか、他の市民団
体や社会福祉協議会などと連携した支援体制を構築し実施しているところである。 
  事業実績について、生理用品の配布では、市内団体による学生への支援事業において、大学生を
対象に食料品や日用品などと併せ生理用品を配布できるよう対応したことにより一定の事業成果が
あったところであるが、児童や生徒、一般の方への配布では、配布を希望する理由の多くは事業目
的とは異なるものであった。 
  相談事業や居場所づくり事業では、女性から何かしらの「不安」や「悩み」に対しての相談や参
加があり、不安の解消や軽減に寄与し、様々な不安などを抱える女性に寄り添った対応を図られた
ところである。 
  人材の育成では 22名が受講し、受講後の日常生活や社会活動等で習得したスキルの発揮が期待で
きる。 

10．事業報告 
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  ●生理用品の配布 
経済的な理由により購入が困難とする配布実績が少数であり、小・中学校では従前より備え
置きによる対応がされていることから委託事業としての配布はＲ３年度限りする。 
Ｒ４年度は、受託者である「おはな」がＲ３年度事業で購入した在庫を活用して、支援を必
要とされる方に対して配布する。 

●相談事業、居場所の提供 
従前より受託者のＮＰＯ活動として実施されている事業であることから、R3年度に本事業の
実施にあたり構築した支援体制や育成した人材を活用し、市と団体等が連携し様々な不安を抱
える女性に対する支援を行うものとし、委託による事業はＲ３年度限りとする。 
Ｒ４年度の相談対応に向け、女性からの市の相談窓口は総務課とし、庁内や団体等と連携し
た対応ができるよう支援体制の継続や定期的な情報の共有を図るための場を設置する。 

●人材育成 
    受講者の多くがＮＰＯ法人や団体などに属した方であったことから、受託者を通じ取得され

たスキルをそれぞれの事業活動などでの様々な相談の場面等でスキルを発揮いただくこととす
る。 

  ●事業の周知 
    女性への相談や支援の窓口について、公共施設や商業施設の女性トイレで周知パンフをＮＰ

Ｏ法人が作成・配布・設置し、周知を行う。 

・令和３年度恵庭市つながりサポート女性支援事業と同様に交付金を活用し事業を行う予定。 
・事業期間：令和５年４月 1日～令和６年３月 1５日（予定） 
・プロポーザルによる入札予定 
・内容は令和３年度の同事業を軸に改善策を講じた上で仕様を固めていく。 

11．令和４年度のコロナ禍における女性支援のあり方 

12．令和５年度の女性支援事業について 


